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変わってきた？ 新入社員の働く意識 

 

 ◆「第一志望に入社」昨年から微増 

日本生産性本部と日本経済青年協議会が今年度の新

入社員を対象に実施した「働くことの意識」の調査結

果によると、「第一志望の会社に入れた」と答えた新入

社員は、質問を開始した 2009 年以降で過去最低を更

新した昨年の 52.0％から、わずかに改善され 55.0％で

した。 

その年の新入社員の就職活動が順調だったかどうか

で敏感に変化する項目に、「人並み以上に働きたいか」

との質問があり、景況感や就職活動の厳しさによって、

「人並み以上」と「人並みで十分」が相反する動きを

見せているようです。 

バブル経済末期（平成２～３年）には、「人並みで十

分」が「人並み以上」を上回っていましたが、その後、

景気が低迷すると、平成 12 年以降は入れ替わりを繰り

返しています。 

最近では、平成 25・26 年度と「人並み以上」が減

少、「人並みで十分」が増加し、新入社員の意識はバブ

ル経済末期と同様の売り手市場の時のようになってき

たようです。 

 

◆「定年まで同じ会社で働きたい」は減少 

また、「この会社でずっと働きたいか」という問いに

は、一昨年は過去最高を記録した「定年まで勤めたい」

が 28.8％に減少し、代わって「状況次第でかわる」が

34.5％となり、２年連続で「定年まで勤めたい」を上

回りました。 

不況が続いたことでしばらく増加していたものが、

景況感の好転とともに減少傾向にあるようです。 

  

◆約７割が「手当が出るなら残業はいとわない」 

「残業についてどう思うか」を聞いてみたところ、昨年

度に続き「手当がもらえるからやってもよい」が最多と

なり、昨年度の 63.0％から 69.4％に急増し、過去最高を

更新したそうです。 

昨今のいわゆる「ブラック企業」による残業代の不払

いなどの報道に敏感になっており、残業はいとわないけ

れども、それに見合った処遇を求めている傾向にあるよ

うです。 

 

◆「社長になりたい」は１割を下回る  

また、産業能率大学がまとめた「2014 年度新入社員の

会社生活調査」によると、最終的に目標とする役職・地

位について、「社長」と答えた人が 9.0%となり、調査を

開始した 1990 年以降で過去最低だった昨年の 11.9％を

下回り、初めて１割を下回りました。 

一方、女性の管理職登用を進める企業が増えている中、

将来の進路として「管理職で部門の指揮をとる」と回答

した女性の新入社員が 28.8％で、過去最高となったよう

です。 
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企業にとっての適正な人員構成 

 

  ◆理想通りにはいかない!? 

企業においては、適正な数の従業員を抱え、管理職・

非管理職がそれぞれ適正な割合を占めていることが理想

だと言えるでしょう。 

しかし、理想通りにはいっていないことが、株式会社

トランストラクチャが実施した「適正人員数・人員構成

に関する調査」（上場・非上場の 163 社が回答）の結果

からわかりました。 
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◆管理職・非管理職のバランス 

まず、「管理職と非管理職の人員比率は適正か」との

質問に対し、「適正である」と回答した企業は 42%、「管

理職の人員比率が多すぎる」と回答した企業は 41%で

した。 

管理職・非管理職のバランス、特に賃金の高い管理職

の割合の多さに悩みを抱える企業は多いようです。 

 

◆人員構成の適正化 

次に、組織のパフォーマンスを高めるために「人員構

成の適正化を進めるべきか」との質問に対しては、「進

めるべき」との回答が 73％と非常に高く、「そうは思わ

ない」との回答は 10％にとどまりました。 

人員構成に悩む多くの企業が、何らかの施策を講じる

ことが必要と考えているようです。 

 

◆組織のパフォーマンスを高める 

では、組織のパフォーマンスを高めるためには具体的

にどのような施策が必要なのでしょうか？ 

この点に関しては、「業務内容の見直しや業務プロセ

スの変更を進めるべき」と回答した企業が 80%に上り

ました。 

会社内の業務の棚卸しを実施して全体の業務内容を

見直し、適正な人員配置を行い、あわせて業務プロセス

も見直すことが、無駄な残業を削減して利益を上げるこ

とに繋がるでしょう。 

 

 

「多様な正社員・限定正社員」の活用は？ 

 

 ◆厚労省分科会の配布資料 

日本版ホワイトカラーエグゼンプションなど、今後の

労働時間規制の緩和に関する議論が厚生労働省労働政

策審議会（労働条件分科会）で始まりました。 

７月７日開催の分科会で配付された「『多様な正社員』

の普及・拡大のための有識者懇談会における議論の状

況」という資料の中で、「多様な正社員」の活用が考え

られるケース等が挙げられていましたので簡単にご紹

介します。 

 

 

社会保険・労働保険手続き・就業規則・賃金退職金改定 

 

 

◆活用が考えられるケース 

「多様な正社員」とは、「限定正社員」とも呼ばれ、主

に「勤務地」「職務」「勤務時間」などが限定された社員

のことを指します。 

活用が考えられるケースとして、勤務地限定正社員に

ついては、「育児、介護等の事情により転勤が困難な者や

地元に定着した就業を希望するケース」「改正労働契約法

のいわゆる無期転換ルールによる転換後の受け皿として

活用するケース」等が挙げられています。 

職務限定正社員については、「金融・IT などで専門性

が高く特定の職能内でのプロフェッショナルとしてのキ

ャリア形成が必要なケース」、また、勤務時間限定正社員

については、「育児、介護等の事情により長時間労働が困

難な者が就職・就業を継続し、能力の発揮が可能なケー

ス」等が挙げられています。 

 

◆導入にあたっての課題 

すでに突入しつつある慢性的な人手不足の時代におい

て、「多様な正社員・限定正社員」の活用が非常に大きな

役割を果たすと言われています。 

ただし、多様な正社員制度の導入にあたっては、制度

が労働者の納得を得られるように努めるとともに、制度

を円滑に運用できるようにするために労働者に対する十

分な情報提供と十分な協議が必要だと指摘されていま

す。 

 

◆管理職のマネジメントも重要 

なお、多様な働き方を円滑に進めるためには、職場に

おける管理職のマネジメント能力の向上が不可欠である

ことも指摘されています。 

近年、管理職の“プレイングマネージャー化”が進展

していますが、十分なマネジメントが実現するような能

力向上が図られるよう、各職場の実情に即した対応が求

められています。 

 

 

11 日○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出 

9 月 1 日○ 健保・厚年保険料の納付 

      ○ 外国人雇用状況報告 

 

成金申請・人事労務相談・給与計算・介護派遣業申請 

 

８月の税務と労働の手続き続 

 


